
総
選
挙
の
投
票
率
は
52

・
66
％
と
な

り
ま
し
た
。
戦
後
最
低
だ
っ
た
２
０
１
２

年
の
前
回
選
挙
の
59
・32
％
を
下
回
わ

り
、
有
権
者
の
半
数
近
く
が
投
票
に
行

き
ま
せ
ん
で
し
た
。
そ
の
主
な
理
由
は
政

治
不
信
と
無
関
心
で
す
。
こ
れ
は
戦
後

民
主
主
義
の
危
機
で
あ
り
、
安
倍
内
閣

の
暴
走
を
さ
ら
に
促
し
、
フ
ァ
シ
ズ
ム
の

温
床
に
も
な
る
事
態
で
す
。

今
回
の
総
選
挙
は
、
野
党
の
す
き
を

突
き
、
選
挙
準
備
も
整
わ
な
い
ま
ま
に

行
わ
れ
ま
し
た
。
し
か
も
争
点
を
「
こ
の

道
し
か
な
い
」
と
「
ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス
」
に
一
点

化
し
選
挙
を
行
い
ま
し
た
。

そ
の
結
果
、
自
公
両
党
が
大
勝
し
、
当

面
４
年
間
を
「
信
を
得
た
」
と
ば
か
り
に

戦
争
と
改
憲
、
貧
困
と
格
差
拡
大
の
道

を
突
き
進
も
う
と
し
て
い
ま
す
。
。

安
倍
首
相
は
今
年
７
月
に
集
団
的
自

衛
権
行
使
容
認
の
閣
議
決
定
を
し
ま
し

た
。
こ
の
決
定
は
明
確
に
憲
法
違
反
で

す
。
し
か
し
、
来
年
の
通
常
国
会
で
は
集

団
的
自
衛
権
行
使
の
た
め
の
戦
争
関

連
法
の
整
備
、
改
正
を
予
定
し
て
い
ま

す
。
そ
れ
ら
は
一
括
提
案
、
一
括
審
議
、

一
括
採
決
と
し
、
野
党
を
押
し
切
っ
て
の

強
行
が
予
想
さ
れ
ま
す
。

ま
た
、
経
済
成
長
の
た
め
の
賃
上
げ
の

一
方
で
自
由
に
雇
用
、
解
雇
で
き
る
労

働
法
制
の
改
悪
を
画
策
、
大
企
業
優

遇
の
施
策
を
継
続
し
ま
す
。

安
倍
首
相
は
投
開
票
日
の
14

日
、

「
憲
法
改
正
は
悲
願
で
あ
り
、
自
民
党

結
党
以
来
の
目
標
だ
」
と
改
め
て
改
憲

の
決
意
を
表
明
し
ま
し
た
。
改
憲
発
議

は
衆
参
両
院
で
３
分
２
以
上
の
賛
成
が

必
要
で
す
。
現
在
の
参
議
院
は
自
公
両

党
で
過
半
数
の
議
席
数
で
す
。
し
か
し
、

そ
の
他
の
改
憲
・
加
憲
・
論
憲
な
ど
の
政

党
を
加
え
れ
ば
３
分
の
２
以
上
と
な
り

ま
す
。

２
０
１
６
年
７
月
に
参
議
院
選
挙
が
行

わ
れ
ま
す
。
こ
の
時
に
合
わ
せ
て
安
倍
内

閣
は
改
憲
発
議
と
国
民
投
票
の
実
施

を
政
治
日
程
に
加
え
る
で
し
ょ
う
。

総
選
挙
で
は
日
本
共
産
党
が
議
席
を

伸
ば
し
、
社
民
党
は
現
状
を
維
持
し
ま

し
た
。
し
か
し
憲
法
改
悪
を
阻
む
た
め
の

議
席
数
に
は
程
遠
い
状
況
で
す
。
小
選

挙
区
制
度
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
今
回
護

憲
政
党
の
大
同
団
結
は
で
き
ま
せ
ん
で

し
た
。
沖
縄
の
共
同
選
挙
に
学
び
、
憲

法
改
悪
阻
止
の
た
め
に
共
同
・
協
力
の

闘
い
を
つ
く
り
だ
し
ま
し
ょ
う
。

当
面
す
る
集
団
的
自
衛
権
行
使
、
原

発
再
稼
働
、
貧
困
と
格
差
拡
大
に
反
対

す
る
大
衆
的
な
運
動
を
背
景
に
、
２
０
１

６
年
参
議
院
選
挙
で
改
憲
反
対
の
政

党
、
議
員
、
政
治
勢

力
の
共
同
選
挙
を
実

現
さ
せ
ま
し
ょ
う
。
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第
47
回
総
選
挙
は
自
民
・公
明
両
党
が
３
分
の
２
を
超
え
る
議
席
を
占
め

ま
し
た
。
ま
た
、
補
完
政
党
で
あ
る
維
新
の
会
が
現
有
議
席
を
ほ
ぼ
維
持
し
ま

し
た
。
そ
の
結
果
、
第
３
次
安
倍
内
閣
は
国
民
の
信
任
を
得
た
と
し
て
向
こ
う

４
年
間
、
宿
願
の
憲
法
改
定
へ
暴
走
を
加
速
す
る
で
し
ょ
う
。
そ
れ
を
食
い
止

め
る
た
め
の
政
治
勢
力
の
結
集
が
急
務
で
す
。
新
社
会
党
は
そ
の
た
め
に
全
力

を
尽
く
し
ま
す
。

投
票
率
は
戦
後
最
低

民
主
主
義
の
空
洞
化

す
き
を
突
い
た
総
選
挙

４
年
間
を
思
い
の
ま
ま
に

来
年
は
戦
争
関
連
法
の
整
備

解
釈
改
憲
の
実
態
づ
く
り

改
憲
悲
願
の
自
民
党

今
や
政
治
日
程
に
浮
上

待
っ
た
な
し
の
護
憲
結
集

２
０
１
６
年
参
議
院
選
挙

解散・総選挙

第三次安倍内閣は暴走を加速！
対抗勢力の結集に全力をあげよう



こ
の
５
月
に
「
地
方
消
滅
」
と
い
う
シ
ョ
ッ
キ

ン
グ
な
「
増
田
レ
ポ
ー
ト
」
が
発
表
さ
れ
ま
し

た
。
人
口
減
少
と
東
京
へ
の
一
極
集
中
が
原

因
で
、
多
く
の
自
治
体
が
消
滅
す
る
と
言
う

の
で
す
。
そ
の
対
策
と
し
て
「出
生
率
の
向
上
」

と
「
女
性
の
活
用
」
が
提
言
さ
れ
て
い
ま
す
。

し
か
し
、
「
増
田
レ
ポ
ー
ト
」
に
は
人
口
減
少

の
原
因
分
析
が
あ
り
ま
せ
ん
。

日
本
は
団
塊
の
世
代
が
生
ま
れ
た
第
一
次

ベ
ビ
ー
ブ
ー
ム
期
（
１
９
４
７
～
49
年
）
を
除

き
、
出
生
率
は
減
少
し
て
い
ま
す
。
同
期
の

出
生
率
は
４
・
３
超
で
し
た
。
団
塊
の
世
代
の

子
ど
も
が
生
ま
れ
た
第
二
次
ベ
ビ
ー
ブ
ー
ム

期
（
１
９
７
１
年
～
74
年
）
の
あ
と
、
出
生
率

は
２
・
０
を
切
り
、
05
年
の
１
・
２
６
を
最
低

に
、
２
０
１
３
年
に
は
団
塊
ジ
ュ
ニ
ア
の
こ
ど

も
出
産
で
１
・
４
３
に
微
増
し
ま
し
た
。

日
本
の
人
口
減
少
は
高
度
成
長
が
終
り
、

新
自
由
主
義
政
策
の
下
で
と
く
に
労
働
と
雇

用
の
あ
り
か
た
が
大
き
く
変
わ
っ
た
こ
と
が

影
響
し
て
い
ま
す
。
労
働
者
派
遣
法
と
男
女

雇
用
均
等
法
が
制
定
さ
れ
、
労
働
法
の
規
制

緩
和
が
進
み
ま
し
た
。

日
経
連
は
「
新
時
代
の
日
本
的
経
営
」
を
策

定
し
、
終
身
雇
用
と
年
功
序
列
の
廃
止
に
踏

み
切
り
ま
し
た
。
こ
こ
か
ら
大
量
の
非
正
規

労
働
と
ワ
ー
キ
ン
グ
プ
ア
が
形
成
さ
れ
て
き

ま
し
た
。

グ
ロ
ー
バ
ル
経
済
に
組
み
込
ま
れ
た
日
本
。

国
際
競
争
に
打
ち
勝
つ
と
い
う
大
義
の
下
、

労
働
者
の
賃
金
の
抑
制
が
続
き
、
１
９
９
７

年
を
ピ
ー
ク
に
今
日
ま
で
下
が
り
続
け
て
い

ま
す
。
一
向
に
上
が
ら
な
い
賃
金
が
デ
フ
レ

の
原
因
と
な
っ
て
い
ま
す
。

平
行
し
て
福
祉
国
家
の
解
体
が
進
み
、
税

と
社
会
保
障
の
見
直
し
と
い
う
制
度
改
悪
が

行
わ
れ
、
女
性
と
子
ど
も
の
貧
困
化
が
社
会

問
題
に
な
り
ま
し
た
。
今
や
女
性
の
非
正
規

率
は
６
割
に
近
く
、
１
３
０
０
万
人
に
上
っ
て

い
ま
す
。

さ
ら
に
、
人
権
感
覚
の
希
薄
な
政
府
は
、

女
性
の
パ
ー
ト
労
働
に
鞭
を
打
つ
「
所
得
税

の
配
偶
者
控
除
」
と
、
専
業
主
婦
を
労
働
に

狩
り
出
す
「
第
３
号
被
保
険
者
制
度
」
の
見

直
し
に
着
手
し
ま
し
た
。

人
口
減
少
に
対
処
す
る
に
は
、
雇
用
と
税
・

社
会
保
障
制
度
を
元
に
戻
し
、
改
善
し
な
け

れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。
非
正
規
労
働
を
限
定
し
、

最
低
賃
金
を
大
幅
に
引
き
上
げ
、
所
得
税
の

累
進
課
税
を
強
化
し
、
消
費
税
を
廃
止
す

る
こ
と
が
必
要
で
す
。

こ
う
し
た
見
直
し
も
な
く
、
女
性
に
「
産
め

よ
・
殖
や
せ
・
働
け
」
と

号
令
し
、
小
手
先
の

「
待
機
児
童
ゼ
ロ
」
で
は

政
策
の
破
綻
は
避
け

ら
れ
ま
せ
ん
。
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人権感覚のない「女性の活用」「地方創生」

総
選
挙
の
最
中
、
麻
生
副
総
理
が

少
子
高
齢
化
と
社
会
保
障
問
題
に
触

れ
て
「
子
ど
も
を
産
ま
な
い
ほ
う
が

問
題
だ
」
と
発
言
し
、
物
議
を
引
き

起
こ
し
ま
し
た
。
人
権
感
覚
の
欠
如
そ

の
も
の
で
す
。
も
っ
と
も
、
安
倍
政
権

が
目
玉
に
掲
げ
る
「
女
性
の
活
用
」

と
「
地
方
創
生
」
の
底
流
に
そ
う
し

た
軽
薄
な
人
権
意
識
が
透
け
て
見
え

ま
す
。
こ
れ
ら
の
政
策
の
目
的
が
「
成

長
戦
略
」
に
あ
る
の
で
す
か
ら
、
人

間
不
在
に
な
る
の
は
当
然
の
こ
と
で
す
。

第
３
次
安
倍
内
閣
の
「
こ
の
道
」
を
問
う

え
っ
、
地
方
が
消
滅
す
る
！

現
在
の
出
生
率
１
・
４
３

労
働
と
雇
用
が
激
変
し
た

非
正
規
・
低
賃
金
が
原
因

税
・
社
会
保
障
の
改
善
を
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